
 

 

2016年 4月 6日 

三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 

 

2016年夏のボーナス見通し 
 

～小幅ながらも 2年ぶりに増加へ～ 
 

 

三菱UFJフィナンシャル・グループの総合シンクタンクである三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社

（本社：東京都港区 社長：藤井 秀延）は、「2016年夏のボーナス見通し」を発表いたします。 

 

2016 年夏の民間企業（調査産業計・事業所規模 5 人以上）のボーナスは 2 年ぶりに増加すると予測されます。

詳細は本文をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 

調査部 研究員 藤田 隼平 

〒105-8501 東京都港区虎ノ門 5-11-2オランダヒルズ森タワー 

TEL：03-6733-1070 E-mail：chosa-report@murc.jp 

【報道機関からのお問い合わせ】 

革新創造センター 広報担当 村田、遠藤、島林  TEL：03-6733-1005 E-mail：info@murc.jp 

配布先 経済研究会 



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 

（お問い合わせ）調査部   TEL：03-6733-1070   E-mail：chosa-report@murc.jp 
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（円） 前年比（％） （万人） 前年比（％） （兆円） 前年比（％）

民間企業 358,409 0.5 3,928 1.6 14.1 2.1

製造業 498,332 0.7 746 1.0 3.7 1.7

非製造業 325,618 0.4 3,183 1.7 10.4 2.2

国家公務員 634,800 2.4

(注2)国家公務員は、管理職および非常勤を除く一般行政職の平均

(注4)支給総額は一人平均支給額に支給労働者数を掛け合わせた値

(出所)厚生労働省「毎月勤労統計」、内閣人事局資料などをもとに当社予測。

一人平均支給額 支給労働者数 支給総額

(注1)民間企業（調査産業計・事業所規模5人以上）は、賞与を支給する事業所で働く全常用労働者（当該事業所で賞与の

(注1)支給を受けていない労働者も含む）の平均

(注3)支給労働者数は、賞与を支給する事業所で働く全常用労働者（当該事業所で賞与の支給を受けていない労働者

(注3)も含む）の数。

2016 年 4 月 6 日  

 

経済レポート  

 

2016 年夏のボーナス見通し 
 

～小幅ながらも 2 年ぶりに増加へ～  
 

調査部  研究員  藤田  隼平  

 

○  2016 年夏の民間企業（調査産業計・事業所規模 5 人以上）のボーナスは 2 年ぶりに増

加すると予測する。労働需給がタイトな中、今年の春闘では基本給よりもボーナスの

増加を基軸とした年収ベースでの賃上げが進んだことから、一人あたり平均支給額は

35 万 8409 円（前年比＋ 0.5％）と増加しよう。ただし、足元で製造業を中心に企業業

績の改善が一服していること、企業マインドが悪化していることなどがボーナスの下

振れリスクとなる。  

○  雇用者の増加が続く中で、ボーナスが支給される事業所で働く労働者の数も増加が見

込まれる。夏のボーナスの支給労働者数は 3928 万人（前年比＋ 1.6％）に増加し、支

給労働者割合も 82.5％（前年差＋ 0.3％ポイント）に上昇しよう。また、一人あたり平

均支給額と支給労働者数がともに増加することから、 2016 年夏のボーナスの支給総額

は 14.1 兆円（前年比＋ 2.1％）に増加する見通しである。今年の春闘でベースアップ

は小幅にとどまったが、夏のボーナスが増えれば、足元で弱さの見られる個人消費が

持ち直すきっかけになると期待される。  

○  2016 年夏の国家公務員（管理職および非常勤を除く一般行政職）の夏のボーナス（期

末・勤勉手当）の平均支給額は 634,800 円（前年比＋ 2.4％）に増加すると予測する。

平均年齢の上昇および人事院勧告による月例給の引き上げを背景とした基本給の増

加、ボーナス支給月数の増加などが引き続き支給額を押し上げる要因となる。  
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（年度、年末賞与）
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（注2）支給月数は所定内給与に対する支給割合
（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」

１ ． 2015 年 冬 の ボ ー ナ ス ～ 1 人 あ た り で は 減 少 も 、 総 額 は 前 年 を 上 回 る  

 

厚 生 労 働 省「 毎 月 勤 労 統 計 調 査 」に よ る と 、民 間 企 業（ 調 査 産 業 計・ 事 業 所 規 模 5

人 以 上 ） に お け る 2 0 15 年 冬 の ボ ー ナ ス の 一 人 あ た り 平 均 支 給 額  は 3 7 万 3 6 7 円 （ 前

年 比 － 0 . 3％ ） と 減 少 し た （ 図 表 1）。 業 種 別 に 見 る と 、 製 造 業 （ 前 年 比 ＋ 1 . 1％ ） で

増 加 し た 一 方 、 非 製 造 業 1（ 同 － 0 . 7％ ） で は 減 少 し た 。 非 製 造 業 の 中 で は 、「 鉱 業 ・

採 石 業・砂 利 採 取 業 」（ 前 年 比 － 2 5 . 4％ ）、「 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業・娯 楽 業 」（ 同 － 1 3 .3％ ）、

「 運 輸 業・郵 便 業 」（ 同 － 7 . 6％ ）な ど の 産 業 で 減 少 が 目 立 っ た 。事 業 所 の 規 模 別 で は 、

5 00 人 以 上 、 5～ 2 9 人 の 事 業 所 で 増 加 し た の に 対 し 、3 0～ 9 9 人 、1 0 0～ 4 9 9 人 の 事 業 所

で は 減 少 す る な ど 結 果 は ま ち ま ち だ っ た 。  

 も っ と も 、 2 0 1 5 年 夏 の ボ ー ナ ス（ 前 年 比 － 2 . 8％ ）と 比 べ る と マ イ ナ ス 幅 は 大 き く

縮 小 し て お り 、 ボ ー ナ ス 支 給 月 数 （ 所 定 内 給 与 に 対 す る 比 率 ） は 1 . 1 0 ヶ 月 分 （ 前年

差 ＋ 0 . 0 3 ヶ 月 ） と 小 幅 な が ら 増 加 し た 。 ま た 、 ボ ー ナ ス が 支 給 さ れ た 事 業 所 で 働 く

労 働 者 の 割 合 は 8 4 . 9％（ 前 年 差 － 0 . 2％ ポ イ ン ト ）と 低 下 し た も の の 、雇 用 者 の 増 加

が 続 く 中 で 、 ボ ー ナ ス が 支 給 さ れ た 事 業 所 で 働 く 労 働 者 の 数 そ の も の は 前 年 比 ＋

2 . 1％ 2と 増 加 し た 。 こ の た め 、 一 人 あ た り の ボ ー ナ ス 支 給 額 が 前 年 を 下 回 る 中 で も 、

冬 の ボ ー ナ ス の 支 給 総 額 3（ 一人あたり平均支給額×支給労働者数）は 1 5 . 2 兆 円（ 前 年

比 ＋ 1 . 7％ ） と 前 年 を 上 回 っ た 。 こ の よ う に マ ク ロ ベ ー ス で 見 る と 、 冬 の ボ ー ナ ス は

堅 調 に 増 加 し て お り 、 個 人 消 費 を 取 り 巻 く 環 境 は 改 善 し て い た と 考 え ら れ る 。  

 

  図 表 1． 冬 の ボ ー ナ ス 実 績 ： 平 均 支 給 額 （ 前 年 比 ） と 支 給 月 数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
 
1

 調査産業計 と製造業の結果 をもとに当 社で試算 したもの。  
2

 支給事業所に雇用 される労働者の割合 と常用 労働者の 2 01 5 年 1 2 月の実績 をもとに当 社で試算 したもの。  
3

 一人あたり平均支給額 と支給 事業所に雇用 される労働者の数 を掛け合わせることで計算 したもの。  
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（年度、半期）

２ .2016 年 夏 の ボ ー ナ ス を 取 り 巻 く 環 境  

～ 企 業 業 績 の 改 善 一 服 が 懸 念 材 料 も 、 春 闘 で 一 時 金 は 増 加 観 測  

 

日 本 経 済 は 横 ば い 圏 で 推 移 し て い る 。 個 人 消 費 を 中 心 に 内 需 に 弱 さ が 見 ら れ る 中 、

海 外 景 気 の 減 速 に よ り 輸 出 も 伸 び 悩 ん で い る 。ま た 、企 業 業 績 は 、年 明 け 以 降 の 円 高

も あ っ て 、 製 造 業 を 中 心 に 改 善 が 一 服 し て い る （ 図 表 2）。 財 務 省 「 法 人 企 業 統 計 」

に よ る と 、 2 0 1 5 年 1 0～ 1 2 月 期 の 経 常 利 益 は 、製 造 業（ 前 年 比 － 2 1 . 2％ ）で 減 少 し た

一 方 、 非 製 造 業 （ 同 ＋ 1 2 . 7％ ） で は 引 き 続 き 増 加 し た （ 図 表 2）。 年 明 け 以 降 も 状 況

は 大 き く 変 わ っ て お ら ず 、「 日 銀 短 観 」（ 2 0 1 6 年 3 月 調 査 ） に よ る と 、 2 0 1 5 年 度 の 経

常 利 益 は 、 製 造 業 （ 前 年 比 － 3 . 5％ ） で は 減 少 、 非 製 造 業 （ 同 ＋ 1 1 . 9％ ） で は 増 加 で

着 地 す る 見 込 み と な っ て い る 。 こ れ は 、 製 造 業 で は 2 0 1 5 年 の 夏 以 降 の 内 外 需 要 の 弱

さ や 、そ れ を 受 け た 国 際 商 品 市 況 の 悪 化 、足 元 の 円 高 な ど が 業 績 の 下 押 し 要 因 と な っ

た 一 方 、非 製 造 業 で は 逆 に 資 源 安 が コ ス ト 減 少 に つ な が り 、業 績 を 押 し 上 げ る 要 因 と

な っ た た め と 考 え ら れ る 。  

他 方 、景 気 が 横 ば い 圏 と な る 中 で も 労 働 需 給 は タ イ ト な 状 態 が 続 い て い る 。完 全 失

業 率 は 3％ 台 前 半 の 低 水 準 で 推 移 し て お り 、 有 効 求 人 倍 率 も 上 昇 傾 向 に あ る 。「 日 銀

短 観 」 で も 、 雇 用 判 断 Ｄ Ｉ （「 過 剰 と 答 え た 企 業 の 割 合 」 － 「 不 足 と 答 え た 企 業 の 割

合 」） は 多 く の 業 種 で 不 足 超 が 続 い て い る 。 こ の 間 、 ボ ー ナ ス を 算 定 す る 上 で 基 準 と

さ れ る こ と の 多 い 基 本 給（ 所 定 内 給 与 ）は 、振 れ を 伴 い な が ら も 前 年 比 プ ラ ス が 続 い

て い る （ 図 表 3）。  

 実 際 、今 年 の 春 闘 で も 3 年 連 続 と な る ベ ー ス ア ッ プ（ ベ ア ）が 実 施 さ れ る な ど 、今

の と こ ろ 賃 金 を 取 り 巻 く 環 境 は 概 ね 良 好 で あ る 。賃 上 げ 率 は 前 年 を 下 回 る 水 準 に とど

ま っ た も の の 、ボ ー ナ ス に 関 し て は 満 額 回 答 を 行 っ た 企 業 も 少 な く な い 。企 業 業 績 の

先 行 き 不 透 明 感 は 強 く 、企 業 マ イ ン ド も 悪 化 す る 中 で ボ ー ナ ス が 下 振 れ る リ ス ク はあ

る が 、 今 夏 に つ い て は 押 し 下 げ 要 因 に は な ら な い と 見 る 。  

 

図 表 2． 経 常 利 益 の 推 移        図 表 3． 一 人 あ た り 賃 金 の 推 移  
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2014年 2015年 2016年

夏 冬 夏 冬 夏

(13年度下期) （14年度上期） (14年度下期) （15年上期） （15年10～12月期）

経常利益(前年同期比、％) 23.2 5.9 5.8 17.0 － 1.7

製造業 25.9 3.9 8.4 14.6 － 21.2

非製造業 21.7 7.1 4.4 18.3 12.7

経常利益(季調値年率、兆円) 64.8 63.3 68.8 73.5 69.6

製造業 23.2 22.9 25.2 26.1 21.6

非製造業 41.6 40.4 43.6 47.4 48.0

売上高経常利益率(％)（季調値) 4.90 4.80 5.15 5.54 5.33

製造業 5.79 5.88 6.42 6.66 5.56

非製造業 4.51 4.34 4.62 5.07 5.23

(13年度下期) （14年度上期） （14年度下期） （15年度上期） （15年度下期）

雇用者数(前年同期比、％) 1.0 0.8 0.8 0.7 1.3

完全失業率（％） 3.8 3.6 3.5 3.4 3.3

有効求人倍率(倍) 1.03 1.10 1.14 1.20 1.27

現金給与総額（前年同期比、％） － 0.1 0.7 0.3 － 0.1 0.3

所定内給与（前年同期比、％） － 0.9 － 0.2 － 0.1 0.3 0.3

消費者物価指数(前年同期比、％) 1.5 3.4 2.4 0.3 0.2

除く生鮮食品 1.2 3.3 2.4 0.0 0.0

(14年6月)
実績

（14年12月）
実績

（15年6月）
実績

（15年12月）
実績

（16年3月）
6月見通し

全規模・全産業 7 6 7 9 1

製造業 6 7 4 4 － 3

非製造業 8 6 10 13 4

（注1）日銀短観業況判断ＤIは「良い」－「悪い」、％ポイント。14年12月調査は調査対象企業の定例見直し後の再集計ベースの値。

（注2）雇用、賃金、物価の15年度下期は2015年10月～16年2月の平均値。

（出所）財務省｢法人企業統計｣､総務省｢労働力調査｣､｢消費者物価指数月報｣、厚生労働省｢一般職業紹介状況｣､日本銀行「企業短期経済観測調査」

日銀短観
業況判断ＤＩ

物価

雇用

企業収益
（金融業、

保険業
を除く）

賃金

図 表 4． ボ ー ナ ス を 取 り 巻 く 環 境  
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３． 2016 年夏のボーナス見通し  

 

（１）民間企業  ～  2 年ぶりに増加する見通し  

厚生労働省「毎月勤労統計調査」ベースで見た民間企業（調査産業計・事業所規模 5 人

以上）の 2016 年夏のボーナスの一人あたり平均支給額は 35 万 8409 円（前年比＋ 0.5％）

と 2 年ぶりに増加すると予測する（図表 5）。  

製造業では 49 万 8332 円（前年比＋ 0.7％）、非製造業では 32 万 5618 円（同＋ 0.4％） と、

ともに増加しよう（図表 6）。製 造 業 を 中 心 に 企 業 業 績 や マ イ ン ド の 悪 化 が リ ス ク 要 因

で は あ る が 、労働需給がタイトな中、経団連が春闘でボーナスアップを中心とした年収ベ

ースでの賃上げを検討するよう企業側に求めたこともあ ってボーナスの支給月数が増加

し、結果的に支給額は前年を上回ると期待される。  

また、企業規模別に見ると、大企業、中小企業ともに増加が見込まれる。マクロ環境の

悪化に対する感応度が高い中小企業では、内外需要に弱さが見られる中で大企業以上に下

振れるリスクがあるものの、今年の春闘における中小企業の賃上げ率は本稿執筆時点では

大企業並みとなっており、環境が大きく悪化しない限り、夏のボーナスに関しても増加す

ると期待される。  

加えて、雇用者が増加傾向にある中で、ボーナスが支給される事業所で働く労働者の数

も増加すると考えられる。夏のボーナスの支給労働者数 4は 3928 万人（前年比＋ 1.6％）に

増加し、支給労働者割合 5も 82.5％（前年差＋ 0.3％ポイント）に上昇しよう（図表 7）。  

結果的に、2016 年夏のボーナスの支給総額（一人あたり平均支給額×支給労働者数）は、

一人あたり平均支給額、支給労働者数ともに増加することから、14.1 兆円 (前年比＋ 2.1％ )

に増加する見通しである（図表 8）。こうしたボーナス支給総額の増加は、マクロベースで

見た個人消費を下支えする要因となる。今年の春闘におけるベースアップは小幅にとどま

ったものの、夏のボーナスの支給額が増加すれば、足元で弱さの見られる個人消費が持ち

直すきっかけになると期待される。  
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 ボーナスが支給 される事業所で働 く労働 者 （当該 事業所でボーナスの支給 を受けていない労働者 も含む）の数 。  
5

 労働者の総数に対 して、ボーナスが支給 される事業所で働 く労働 者 （当該 事業所でボーナスの支給 を受けてい

ない労働者 も含む）が占める割合 。  
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図 表 5． 夏 の ボ ー ナ ス 予 測 ： 平 均 支 給 額 （ 前 年 比 ） と 支 給 月 数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 表 6． 夏 の ボ ー ナ ス 予 測 ： 平 均 支 給 額 （ 前 年 比 ）【 業 種 別 】  
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図 表 7． 夏 の ボ ー ナ ス 予 測 ： 支 給 労 働 者 数 と 支 給 労 働 者 割 合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図 表 8． 夏 の ボ ー ナ ス 予 測 ： 支 給 総 額 （ 前 年 比 、 実 額 ）  
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予測

（２）公務員  ～増加が続く見込み  

内閣人事局の発表によると、国家公務員（管理職および非常勤を除く一般行政職）の 2015

年冬のボーナス（期末・勤勉手当）は 658,600 円（前年比－ 4.8％）と大幅に減少した。  

これは、①前年の 14 年冬のボーナスの水準が人事院勧告による引き上げ分が遡って支給

された影響で高かったこと、②平均年齢の低下（ 36.7 歳→ 36.4 歳）、③当初、人事院勧告

によりボーナス（期末・勤勉手当）の支給月数や月例給が引き上げられる見込みであった

が、それに必要な法改正が冬のボーナス支給日までに成立しなかったこと、などが要因と

して挙げられる。なお、その後、実際に給与法が改正されたため、2015 年の冬のボーナス

は実質的には前年比＋ 0.2％程度の増加であった。  

こうした中、2016 年の夏のボーナスは 4 年連続で増加する見通しである。平均支給額は

634,800 円（前年比＋ 2.4％）になると予測する（図表 9）。平均年齢の上昇および人事院

勧告による月例給の引き上げ（平均＋ 0.36％）を背景とした基本給の増加や、ボーナス支

給月数の増加（＋ 0,1 ヶ月分）などが引き続き支給額を押し上げる要因となろう。  

   

図 表 9． 夏 の ボ ー ナ ス 予 測 （ 国 家 公 務 員 ）  
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せん。  
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